別表第3の2(第7条の2関係) 
防災管理点検報告特例認定に係る運用上の留意事項
項目
概要

認定申請の受付
法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第2項の規定に基づく申請があつた場合は、防災管理点検報告特例認定申請書(省令第51条の16第2項の規定に基づく別記様式第14号)の記載事項及び法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第2項の規定に基づく添付書類を確認し、不備があるときは、相当の期限を定めて当該申請の補正を求めること。

検査項目
申請防災管理対象物において、別表第2の2の検査項目について検査を行うこと。

検査要領
・　検査は、書類確認及び立入により行うこと。
・　消防機関が把握している過去の立入検査(防災基準及び防火・防災基準適合表示制度に基づく立入調査を含む。)の結果及び点検報告の状況等から、申請防災管理対象物について法又は法に基づく命令の遵守状況が良好と認められる検査項目については、当該検査項目の立入による検査の実施に当たつては、消防長又は消防署長が認める範囲で、一定の抜き取り検査等により検査の簡素化を図ることができるものであること。
・　検査において判定基準に適合しない検査項目が確認できた場合は、その時点で検査を終了することができるものであること。
なお、この場合においても、すべての検査項目について検査を実施しても差し支えないものであること。

認定の決定及び通知
法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第3項の規定に基づき認定することを決定したときは、認定通知書(様式第3号)により申請者に通知すること。

不認定の決定及び通知
・　法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第3項の規定に基づき認定しないことを決定したときは、不認定通知書(様式第3号)により申請者に通知すること。
・　不認定通知書(様式第3号)には、認定しない理由を明示すること。
・　不認定通知書(様式第3号)により通知する場合は、行政不服審査法(平成26年法律第68号)第82条の規定により教示しなければならない。

管理権原者変更届出書の提出
認定を受けた防災管理対象物(以下「認定防災管理対象物」という。)の管理権原者が変更されたにもかかわらず、法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第5項の規定に基づく管理権原者変更届出書(省令第51条の16第2項の規定に基づく別記様式第15号)の提出がない場合は、変更前の管理権原者に対し、当該届出書の提出を指導すること。
なお、指導に応じない場合は、査察規程第60条に規定する過料事件の通知を行うこと。

認定の取消し
認定防災管理対象物に対し法第36条第1項において準用する法第8条の2の3第6項の規定に基づき認定の取消しを決定したときは、査察規程第55条に規定する防災管理点検報告特例認定取消書により当該防災管理対象物の管理権原者に通知すること。
また、認定の取消しに当たつては、入間東部地区消防組合行政手続条例第13条第1項の規定に基づく聴聞を実施する必要があること。

認定通知書の通知証明書の交付
認定防災管理対象物の管理権原者から、認定通知書の亡失又は滅失等の理由により認定通知書による通知をしたことの証明を求められた場合、当該通知をした消防長又は消防署長は、当該通知をしたことの証明書を交付することができるものであること。

